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� 廃棄物処理システムの脱CO2対策を進めていくための方向性と課題

＞＞＞＞特別寄稿

環境省 環境再生・資源循環局

廃棄物適正処理推進課長　筒井 誠二

廃棄物処理システムの脱 CO2 対策を 
進めていくための方向性と課題

1．はじめに
　2020 年 10 月、日本は「2050 年までに、我
が国の温室効果ガスの排出を全体としてゼロに
する、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しまし
た。
　この目標達成のためには、各分野における温
室効果ガス排出実質ゼロの実現に向けた排出削
減策を検討していくことが必要であり、廃棄物

・資源循環分野においても、検討を早急に進め
ていくことが不可欠です。

2．�「廃棄物・資源循環分野における 2050 年温
室効果ガス排出実質ゼロに向けた中長期シ
ナリオ（案）」

　2050 年までの温室効果ガス排出実質ゼロの
目標を達成するためには、それぞれの産業分野、
さらには関連し合う各分野間の調整により、具

 

図１ 中長期シナリオにおける重点対策領域 

 

図２ 2050CNに向けた廃棄物・資源循環分野の基本的考え方 

 

図 1　中長期シナリオにおける重点対策領域
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体的な排出削減策の深堀りを進めていく必要が
あります。環境省は 2050 年に向けた将来見通
しを試算するとともに、今後の他分野との検討
・調整に向けた足掛かりとするべく、2021 年 8
月 5 日の中央環境審議会循環型社会部会におい
て「廃棄物・資源循環分野における 2050 年温
室効果ガス排出実質ゼロに向けた中長期シナリ
オ（案）」（以下、「中長期シナリオ」という。）
を公表しました。

3．�中長期シナリオと温室効果ガス排出量の見
通し

　中長期シナリオでは、3R+Renewable の考え
方に基づく廃棄物の発生抑制、マテリアル・ケ
ミカルリサイクル等による資源循環、化石資源
のバイオマス転換などの対策を実施強度に応じ

て積み上げた 4つのシナリオ（「計画シナリオ」、
「拡大計画シナリオ」、「イノベーション実現シ
ナリオ」、「イノベーション発展シナリオ」）の
ほか、廃棄物・資源循環分野の GHG排出量を
相殺する量の CCUS 導入（本シナリオでは
CCS として想定）を見込んだ「実質排出ゼロ
シナリオ」、さらに廃棄物処理施設における
CCUS 量を最大限まで見込むことで廃棄物・資
源循環分野における実質排出マイナスの可能性
を示した「最大対策シナリオ」を合わせ、合計
6つのシナリオで試算を行っています。
　その結果を「BAUシナリオ」と比較し、図
3及び図 4に示しましたが、2050 年の GHG排
出量は「BAUシナリオ」では約 3400 万トンに
対して、「最大対策シナリオ」では排出量はマ
イナス約 1,000 万トンとなりました。

 

図１ 中長期シナリオにおける重点対策領域 

 

図２ 2050CNに向けた廃棄物・資源循環分野の基本的考え方 

 

図 2　2050CN に向けた廃棄物・資源循環分野の基本的考え方
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※ 試算結果は現時点での推計値であり、今後の想定等の見直しにより変更する可能性がある。 

図３ 中長期シナリオ総括表 

 

図４ シナリオ別の廃棄物・資源循環分野の実質排出ゼロ化に向けた経路の試算結果 

 

 
※ 試算結果は現時点での推計値であり、今後の想定等の見直しにより変更する可能性がある。 

図３ 中長期シナリオ総括表 

 

図４ シナリオ別の廃棄物・資源循環分野の実質排出ゼロ化に向けた経路の試算結果 

 

図 3　中長期シナリオ総括表

※試算結果は現時点での推計値であり、今後の想定等の見直しにより変更する可能性がある。

図 4　シナリオ別の廃棄物・資源循環分野の実質排出ゼロ化に向けた経路の試算結果
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4．�脱炭素社会の実現に向けた今後の取組
　中長期シナリオにより、2050 年において、
プラスチック資源循環の進展等により廃棄物処
理施設（焼却施設・バイオガス化施設等）から
の排ガス等の中の炭素の大半がバイオマス起源
となり、廃棄物処理施設で CCUS を最大限実
装できれば、廃棄物・資源循環分野の実質ゼロ、
さらには実質マイナスを実現できる可能性があ
ることが示唆されました。
　同時に、これまでの計画等の延長線上の対策
では、2050 年までの廃棄物・資源循環分野の
脱炭素化のためには不十分なことが明らかとな
り、技術、制度面での対策のみならず、関係者
が一丸となり、相当な野心を持って取り組む必
要があります。
　また、今後、素材産業や製造業等における将
来見通しに変化があれば、それらを取り込んだ
将来見通しの検討を行っていく必要があり、本
分野の排出実質ゼロの達成に向け、これらの産

業と連携した対策を講じていくことも必要で
す。
　廃棄物処理の問題は、日本だけでなく世界各
国に共通する課題です。環境省としても、日本
の優れた技術や制度の発信・普及を今後とも推
し進めることで、世界における循環型社会の構
築と脱炭素化に貢献してまいります。環境行政
の一層の推進のため、引き続き皆様の御支援、
御協力を賜りますよう、よろしくお願いいたし
ます。
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 図 5　中長期シナリオに基づく 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ実現に向けたイメージ




